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自殺の原因帰属とパーソナリティとの

関係に関する実証的研究

小 原 優*

1問 題

芥川龍之介(1927)は 遺書と言われる遺稿r或 旧友へ送る手記」の中でこう述べている。「誰

もまだ自殺者自身の心理をあ クのままに書いた ものはない。それは自殺者の自」掌心や或 いは彼自

身 に対 する心理 的興味 の不疋 に よる ものであろ う」。 また遺書の研 究 で自殺 学 を築い た

Shneidman(2005)は 次のように述べている。「遺書には価値があ ク、魅力的な文書であること

には疑 いがない。自殺 を研究する上 できわめで重要 なデータを提供 してぐれる。 しか し、それは

自殺行動 を容易に理解 するための王道 ではない。遺書を熟読 してもおそらぐは失望 する結果 とな

る」。なぜ このようなことが起こるのかに対 してShneidmanは 、自殺がまさに決行 されようとし

ているときに認められる 「心理的視野狭窄」に触れている。 自殺に関する研究では、これらの課

題に対 してどう関わっていくかによって研究の方向性が大 きく変化する。本研究では、自殺の原

因帰属とパーソナリティに焦点を当てることで、自殺に関する新 しい視点からの実証的研究を試

みる。

警察庁の発表によると、1998年 に日本の年間自殺者数が32,863人 になって以来、年間自殺者は

3万 人台を下ることがない。自殺 に対 しての対策は様々な分野で行われてお り、様々な機関の連

携によって体制作 りが行われている。日本に限らず自殺は古 くからタブーとされてきたが、同時

に自殺を是 とする道徳観や倫理観は、様々な変遷を経てはいるがそれぞれの社会に見 ることがで

きる。井口孝親(1934)はr自 殺の社会学的研究」のなかで道徳を、一切の自殺を否定する単純

道徳とある種の自殺を肯定する緩和道徳に分けヨーロッパの自殺の肯定 と否定について述べてい

る。その変遷を見れば、自殺はどのような文化にも見 られているが、その扱われ方には大きな違

いがあ り、自殺という言葉が持つ意味 も大 きく違っていることが分かる。同じ自殺でも、自殺 し

た人 の行 為 の意味 や 、そ れ を目撃 した人の 意見 は、 時代 によって 大 き く異 なる か ら

(Shneidman,2005)、 それぞれの時代 に否定 された自殺 と容認された自殺があ り、特徴的な自殺

が存在する。

これに関して、社会学者のDurkheim(1897)は 自殺 という現象を正 しく、また十分に説明す

るには、社会的要因による社会学的説明が必要であると述べている。Dur㎞eimは 「自殺論一社会

学的研究一」のなかで、「社会学的方法の基準」で確立 された社会学的方法を用いて、 自殺 を引き

起こす社会的要因による自殺の分類 を試みた。Durkheimの 「自殺論」は、発表 された当時から
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多 くの賛同者を得ながら、他面では様々な批判を受けた。特に、自殺の原因として社会的要因を

強調するあまり、個人的 ・心理的要因を閑却 したことがしばしば指摘される。

心理学 における自殺研究 も様 々な分野で行われている。精神分析的視点か ら言 えば、Freud

(1920)は 自殺について 「自我が対象充当の逆転によって自分 自身を対象 として扱い、対象に向

かっていた敵意を自分に向け、それが外界の対象に対するものと入れ替わったとき、自我は自ら

を殺す」 と述べ、 自殺では自我が対象 に圧倒 されていると考えた。認知心理学視点で言えば

Shneidmanに よる自殺の定義が挙げられる。Shneidman(2005)は 、自殺について 「自殺 とは自

らが もたらした生命を止める意識的行為であ り、ある問題に対 して自殺が最善の選択であると認

識する必要に迫 られた人の多面的な病態である」 と定義 した。Shneidmanは 「ある個人が何 らか

の意識的な意図に基づいて自らの命を絶とうとしたときにだけ自殺は起きる」とし、自殺が起 き

るときには常にある種の認識 と意識的な意図が認められるとしている。

自殺は心理学だけをとっても様々な分野からアプローチされているが、Shneidmanら の指摘や、

種々の研究に見られる自殺定義の複雑さからもわかるように、自殺の研究とは非常に困難なもの

である。それらの課題は、自殺の傾向や原因などを直接研究 したとしても、ある個人が自殺する

かについては分か らない、 とい うことにまとめることができる。 どのような傾 向や原 因も、

Shneidman(2005)が 直接言及したように十分条件にはなり得るが、その条件の下に生 きている

(自殺 しない)人 の存在がある限 り必要条件 にはなり得ない。そして次に課題 として挙げられる

のは自殺者が自分の自殺の原因をはっきりと分かっていない、という問題である。古来からタブ

ーとされてきた自死、自殺は攻撃性 と同 じく、無意識下で処理 され意識 には上 りに くい。高橋

(1992)も 「例えば意識が清明で、自ら死ぬ意志が確固として存在 し、判断能力も保たれていて、

行為の もたらす結果を十分に理解 している場合ならば、自殺の定義はそれほど難 しいものではな

いだろう」 と述べている。Shneidman(2005)は 冒頭の遺書の問題にさらに付け加える形で 「目

的が固定 されてしまい、認知が狭窄 し、精神力動的な否認の状態 という、特殊な心理状態で、遺

書が書かれているために、自殺を研究する者が期待 しているほどには遺書からは深い洞察を得ら

れない という仮説が立てられる」 と述べている。

それらの問題に伴って現れて くるのが尺度作成の困難さである。自殺の危険のある状態におい

て心理的な狭窄が認め られるならば、自殺の危険性 を直接測ることは出来なくなる。また自殺の

理論的研究、臨床的研究、尺度開発、それぞれに言えることであるが、研究にあたって自殺既遂

者に関する直接的な研究が不可能であるところにも大きな問題がある。 自殺既遂者とは自殺を実

際に経験 し成功 させた人のことであるが、自殺が成功 した故にそこから取 り出せる情報はとても

少なくなってしまう。自殺とは自殺企図があるな しに関わらず誰 もが経験 したことのないもので

あるか ら、自殺に関する直接的なアプローチが難 しいのは当然のことである。

五 目 的

そこで本研究では、認知心理学における自殺思考、帰属理論、及びパーソナ リティ理論を用い

て新 しい視点から実証的研究を試みる。認知心理学において自殺は、自殺行動と自殺思考に分類
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される。 自殺行動 とは、実際に行われる自殺のことで、自殺思考は死 にたい願望のことを指 して

いる。本研究では自殺に関 して、直接的に自殺行動を扱 うことはせず、誰 しもが経験 し得る自殺

思考のみに焦点を当てて研究を行 う。そこで、 自殺思考を個人から取 り出し、明確に扱うために

帰属理論を用いる。帰属理論とは、出来事や自己 ・他者の行動に関して、その原因を推論する過

程、およびそのような原因推論を通 して、自己や他者の内的な特性 ・属性に関する推論を行う過

程に関する諸理論のことを言う。その中で も本研究では自己における原因の帰属、またはそれに

伴 う自己知覚理論のモデルについて取 り扱 う。それらの理論を用いれば、他者における自殺の原

因帰属の推論は即ち、自分の内面における原因帰属の推論 と対応するものとなる。つまり本研究

の目的は、自殺思考を自殺における個人の原因帰属か ら捉え、パーソナリティとの関係を明らか

にすることである。また、本研究においては、パーソナリティを対人関係の面から明確に捉える

ためにBion、Hafsiら による原子価概念あるいは理論か ら取 り上げる。原子価理論 は、Bion

(1961)が 対人関係、 また個人のつなが りを記述するために用いた概念である。 さらにHafsi

(1992)は 原子価について 「一定の安定 した形で対象と繋がるための個人的な素質や特性である」

と再定義 した。Bionは 原子価の類型については述べていないが、Hafsi(2003)はBionの 基底的

想定理論に基づいて原子価ついて依存、闘争、つがい、逃避の4つ のタイプを定めた。原子価に

はこれらの4つ のタイプが存在するが、個人が最も同一化 しやすい原子価についてHafsi(2005)

は 「活動的原子価」と名付けた。以上のことか ら、本研究の仮説は 「自殺の原因帰属 はパーソナ

リティの側面である原子価と関連があるだろう」 とまとめることが出来る。本研究では、この仮

説を検証するために2つ の研究を行った。

皿 第1研 究

第1研 究の目的は、自殺の原因帰属にはどのようなものがあるのかを明らかにし、それを基に

第2研 究で用いる尺度を作成するための予備調査を行 うことである。自殺思考についてAさ んの

自殺の原因について推論させるス トーリーと質問項目からなる自由記述の質問紙を作成 した。自

由記述の結果を自殺、及びパーソナリティに関する先行研究を参考にし、大学院指導教員 と4名

の心理学専攻の大学院生と共に内容分析を行った。分析の結果、全ての回答 に対人関係における

なんらかの 「喪失」が含 まれ、4つ のタイプ(支 持、問題解決能力、親身関係、耐性の喪失)に

分類できることがわかった。

N第2研 究

第2研 究 の 目的は 自殺 の原 因帰属 と原子価 との関連 を調べ ることであ る。対象 は奈 良大学学生

152名 で あ った。 自殺の原因帰属 につ いては第1研 究 を元 に作成 した 自殺 原因帰属尺度(Suicide

CauseAttribution=SCA)、 原 子価 についてはValencyAssessmentTest(Hafsi,1997)を 用 いて

測定 した。SCAは5件 法25項 目か らなる質 問紙であ る。 第1研 究で作成 した尺度 と同 じ く、ス

トー リーでAさ んの 自殺の原 因 を推 論 させ て回答 を求 める。VATはBion(1961)の 理論 に基づ
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きStock&Thelen(1958)に よって開発 された文章完成式のテス トをHafsiが 改正 したもので、

個人の活動的原子価 を測定することができる。VATは 心理学の授業の一環 として授業内で実施

されたものを使用 し、VAT採 点マニュアルを用いて個人の活動的原子価を求めた。SCAは 心理

学関連の授業の時間を用いて、質問紙を配布 し回答 させてから回収 した。SCAで は5件 法にお

ける1(全 く当てはまらない)～5(非 常に当てはまる)の 回答をそのままスコアとして用いた。

次にSCAの 因子構造 を見るために、因子分析を行い、4つ の因子 を抽出した。それぞれ 「支持の

喪失」「能力の喪失」「自信の喪失」「目標の喪失」 と名付けることが出来た。次に、因子分析で

抽出された4つ の因子についてそれぞれの因子得点を求め、個人の活動的原子価 と各因子得点に

ついての関連を調べるために一元配置分散分析を行ったところ、全ての因子において有意差が見

られた。

V考 察

本研究では第1研 究で、自殺思考における原因帰属を喪失を元に分類 した。この喪失を元にし

た自殺思考の分類は本研究に限らず、様々な研究において重要な概念となる。自殺の歴史におい

て古代ギ リシャから近代に至るまでの単純道徳 と緩和道徳の変遷について、それぞれの時代にお

いて容認 された自殺について、喪失類型の視点から見てい くことが可能である。第2研 究では

SCAの 因子分析を行った後、一一元配置分散分析を行い、原子価 と自殺の原因帰属の間における関

連が示される結果 となった。この結果から仮説である自殺の原因帰属 とパーソナリティとの関連

は立証されたと言える。自殺の原因帰属における喪失類型と個人の活動的原子価の間に関連があ

ることが示 されたならば、自殺に見られる個人差、例えば自殺率の高まる状況にあっても自殺を

考えない人について、個人のパーソナリティに対応 した喪失が体験 されていないためである、と

説明することができる。それはつまり、今現在では自殺思考を持っていなかったとしても、それ

ぞれのパーソナ リティに対応する喪失 を経験すれば自殺思考を持ち得 ることを意味する。また、

それらの結果 と自殺の原因帰属、自己知覚理論のモデルを併せて考えれば、被験者全員が何 らか

の形でAさ んの自殺の理由について推論することができていた可能性は非常に高 く、本研究の被

験者においては誰 もが自殺思考を持つ、あるいは持ち得る可能性があるということを示すことが

できたと言える。もし自殺思考が誰 もが持ち得るものであるとすれば、自殺研究における自殺の

扱いが大 きく変わることとなる。例えばShneidman(2005)は 、自殺既遂者が書いた遺書と、自

殺の危険がないと思われる被験者に書かせた遺書についての比較研究を行 っているが、誰 もが自

殺思考を持ち得るのだとすれば、全 く新 しい視点から遺書研究について可能性を見出すことがで

きる。 またShneidman(2005)が 「い くつかの明 らかな例外はあるものの、私 は他者が自殺する

ことに反対するが、この選択肢 を私自身は取っておきたいと考えている」 と述べているように、

自殺を研究する側 にも自殺思考が存在 し得ることを十分に認識 していなくてはいけない。なおか

つそれらの自殺思考にパーソナリティによる個人差が存在するのであれば、ある個人が全ての自

殺について同様 に扱 うことは非常に困難 となるはずである。これらの結果 と考察から、本研究に

おいての課題 と同時にこれからの自殺研究に関する大きな可能性を見出すことができる。今後の
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課題としてまず挙げられるのが原子価を用いる際に、各原子価における人数が大 きくばらけてい

る点である。また因子分析を行い、抽出した因子について名前を付けたが、それぞれの項目に対

して各原子価群における個人がどのような意味づけを行 っていたのかについての検証は十分であ

るとは言えない。そのため、原子価間に平均値の差は見られているが、尺度の妥当性、また因子

の妥当性 について未だ多くの余地を残すために、本研究では多重比較 を行わずパーソナリティと

の関連があるという結論に留めている。自殺思考は誰 もが持ちうるものであ り、かつパーソナリ

ティによって違いがあるということが示 されるだけでも、自殺研究は飛躍的に進歩すると考えら

れる。本研究においても、そういった観点から本研究を捉え直 し、新 しい尺度の作成、基本概念

の再検討を繰 り返 し行うことで妥当性を強化 していくことは可能であると考えられる。

自殺研究において長い間問題となっていた様々な点について、本研究の立場から飛躍的に解決

へ向か うものもあるであろう。哲学や宗教が長い間戦ってきた自殺 とい う問題に関して心理学の

立場から新 しい視点を投げかけることによって、これからの自殺研究に新たな局面が訪れること

を期待する。
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